
(単位：円)
収入の部

科　　　目 予　　算 決　　算 差　　異

学生生徒等納付金収入 681,616,400 667,091,657 14,524,743 

授業料収入 407,944,700 396,782,732 11,161,968 

入学金収入 39,120,000 40,200,000 △1,080,000 

施設設備資金収入 115,060,000 110,949,996 4,110,004 

実習料収入 43,579,700 43,392,502 187,198 

教材費収入 45,132,000 44,941,427 190,573 

実践実習充実費収入 15,840,000 15,885,000 △45,000 

教育充実費収入 14,940,000 14,940,000 0 

手数料収入 12,011,170 15,185,460 △3,174,290 

入学検定料収入 4,859,000 4,272,000 587,000 

試験料収入 5,580,770 7,262,940 △1,682,170 

証明手数料収入 291,400 375,520 △84,120 

分納手数料収入 1,280,000 3,275,000 △1,995,000 

寄付金収入 0 1,615,735 △1,615,735 

一般寄付金収入 0 1,615,735 △1,615,735 

補助金収入 65,224,397 108,752,216 △43,527,819 

国庫補助金収入 41,175,900 53,745,900 △12,570,000 

地方公共団体補助金収入 24,048,497 55,006,316 △30,957,819 

資産売却収入 0 0 0 

付随事業・収益事業収入 0 0 0 

受取利息・配当金収入 84,000,000 122,818,507 △38,818,507 

奨学金引当特定資産運用収入 40,000,000 40,000,000 0 

その他の受取利息・配当金収入 44,000,000 82,818,507 △38,818,507 

雑収入 4,200,000 7,972,996 △3,772,996 

私学退職金共済交付金収入 0 0 0 

その他の雑収入 4,200,000 7,972,996 △3,772,996 

借入金等収入 0 0 0 

前受金収入 491,553,805 424,294,413 67,259,392 

授業料前受金収入 409,363,249 352,988,332 56,374,917 

入学金前受金収入 40,380,000 32,840,000 7,540,000 

校具代前受金収入 41,810,556 38,466,081 3,344,475 

その他の収入 76,317,639 76,317,639 0 

前期末未収入金収入 76,317,639 76,317,639 0 

資金収入調整勘定 △488,081,063 △549,010,088 60,929,025 

期末未収入金 △12,000,000 △72,929,025 60,929,025 

前期末前受金 △476,081,063 △476,081,063 0 

前年度繰越支払資金 2,293,452,983 2,293,452,983 

収入の部合計 3,220,295,331 3,168,491,518 51,803,813 

資 金 収 支 計 算 書
令和7年4月1日から

令和8年3月31日まで



支出の部

科　　　　　　　　目 予　　算 決　　算 差　　異

人件費支出 426,600,000 417,796,081 8,803,919 

教員人件費支出 285,000,000 279,140,067 5,859,933 

職員人件費支出 116,600,000 116,901,514 △301,514 

役員報酬支出 25,000,000 21,754,500 3,245,500 

教育研究経費支出 292,885,000 284,639,437 8,245,563 

消耗品費支出 17,200,000 18,205,563 △1,005,563 

光熱水費支出 26,250,000 27,669,506 △1,419,506 

旅費交通費支出 30,500,000 27,074,123 3,425,877 

奨学費支出 104,750,000 103,417,300 1,332,700 

通信運搬費支出 75,000 56,457 18,543 

修繕費支出 1,600,000 3,205,936 △1,605,936 

損害保険料支出 3,670,000 4,116,320 △446,320 

研究費支出 7,400,000 5,219,055 2,180,945 

諸会費支出 4,410,000 3,864,301 545,699 

会議費支出 0 137,558 △137,558 

福利厚生費支出 0 0 0 

報酬委託手数料支出 15,050,000 13,210,354 1,839,646 

行事費支出 8,620,000 8,902,433 △282,433 

教材費支出 73,350,000 69,558,189 3,791,811 

雑費支出 10,000 2,342 7,658 

管理経費支出 94,224,500 93,563,890 660,610 

消耗品費支出 3,000,000 2,849,792 150,208 

光熱水費支出 1,900,000 1,591,537 308,463 

旅費交通費支出 3,400,000 3,542,947 △142,947 

車両燃料費支出 1,300,000 1,376,775 △76,775 

福利厚生費支出 1,930,000 912,714 1,017,286 

通信運搬費支出 5,350,000 5,679,532 △329,532 

修繕費支出 6,680,000 8,193,540 △1,513,540 

損害保険料支出 640,700 532,380 108,320 

賃借料支出 2,942,000 3,011,384 △69,384 

公租公課支出 301,800 311,340 △9,540 

広報費支出 40,750,000 38,954,995 1,795,005 

諸会費支出 990,000 736,150 253,850 

会議費支出 720,000 452,520 267,480 

渉外費支出 980,000 165,526 814,474 

報酬委託手数料支出 20,940,000 21,873,158 △933,158 

私立大学経常費補助金返還金支出 0 0 0 

地方公共団体補助金返還金支出 0 882,800 △882,800 

雑費支出 2,400,000 2,496,800 △96,800 

借入金等利息支出 0 0 0 

借入金等返済支出 0 0 0 

施設関係支出 0 3,017,300 △3,017,300 

建物支出 0 3,017,300 △3,017,300 

設備関係支出 5,200,000 27,301,972 △22,101,972 

教育研究用機器備品支出 5,200,000 20,424,128 △15,224,128 

管理用機器備品支出 0 1,364,777 △1,364,777 

図書支出 0 2,258,497 △2,258,497 

ソフトウェア支出 0 3,254,570 △3,254,570 

資産運用支出 1,200,000,000 1,308,341,663 △108,341,663 

有価証券購入支出 1,200,000,000 1,200,000,000 0 

奨学金引当特定資産繰入支出 0 108,341,663 △108,341,663 



科　　　　　　　　目 予　　算 決　　算 差　　異

その他の支出 15,548,493 20,498,521 △4,950,028 

前期末未払金支払支出 8,398,493 8,398,493 0 

前払金支払支出 7,150,000 12,003,649 △4,853,649 

預け金支出 0 19,500 △19,500 

立替金支出 0 60,000 △60,000 

預り金支出 0 16,879 △16,879 

(0)

0 0 

資金支出調整勘定 △15,481,394 △19,023,607 3,542,213 

期末未払金 △6,000,000 △9,542,213 3,542,213 

前期末前払金 △9,481,394 △9,481,394 0 

翌年度繰越支払資金 1,201,318,732 1,032,356,261 168,962,471 

支出の部合計 3,220,295,331 3,168,491,518 51,803,813 

〔予備費〕



注記事項

１．重要な会計方針

(1) 引当金の計上基準

徴収不能引当金

未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能額を計上している。

賞与引当金

職員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上している。

退職給与引当金

期末要支給額15,801,000円から岡山県私学振興財団よりの交付金相当額を控除した金額を計上している。

(2) その他の重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

移動平均法に基づく原価法である。

(3) 預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

預り金、預け金等に係る収入と支出は、相殺して表示している。

２．重要な会計方針の変更

(1) 改正後の学校会計基準（昭和46年文部省令第18号）の適用

(２) 賞与引当金の計上

３．減価償却額の累計額の合計額

2,950,224,463 円

４．徴収不能引当金の合計額

0 円

５．担保に供されている資産の種類及び額

該当事項はない。

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額

0 円

７．当該会計年度の末日において、第4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

８．セグメント情報

部門

科目

教育活動収入計 393,172,908 402,815,356 379,800 796,368,064 

教育活動支出計 558,600,061 355,323,358 33,665,050 947,588,469 

教育活動収支差額 △165,427,153 47,491,998 △33,285,250 △151,220,405 

教育活動外収支差額 115,802,197 6,925,612 90,698 122,818,507 

経常収支差額 △49,624,956 54,417,610 △33,194,552 △28,401,898 

特別収支差額 0 4,452,000 0 4,452,000 

基本金組入前当年度収支差額 △49,624,956 58,869,610 △33,194,552 △23,949,898 

基本金組入額合計 △17,020,949 △12,382,513 △915,810 △30,319,272 

当年度収支差額 △66,645,905 46,487,097 △34,110,362 △54,269,170 

注）　配分基準として、資金収支内訳表の配分基準（昭和55年通知）を採用している。

９.　重要な偶発債務

合計

　学校法人会計基準の改正により、引当金の計上基準が明確化されたことに伴い、当年度から計上している。
この変更により、従来より人件費が9,092,517円多く計上され、教育活動収支差額、経常収支差額及び基本金組入
前当年度収支差額がそれぞれ同額少なく計上されている。

　当年度から、学校法人会計基準の一部を改正する省令（令和6年文部科学省令第28号）に基づく改正後の学校法
人基準を適用し、計算書類及びその附属明細書の様式を変更している。

大学 専修学校 学校法人部門



該当事項はない。

10.　子法人に関する事項

該当事項はない。

11.　学校法人の出資による会社に係る事項

該当事項はない。

12.　関連当事者との取引の内容に関する事項

該当事項はない。

13.　学校法人間の財務取引

該当事項はない。

14.　重要な後発事象

該当事項はない。

15．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

有価証券の時価情報

【総括表】

貸借対照表計上額 時価 差額

時価が貸借対照表計上額を超
えるもの

2,142,000 3,206,880 1,064,880 

（うち満期保有目的の債券） - - -

時価が貸借対照表計上額を超
えないもの

3,200,000,000 3,034,972,000 △165,028,000 

（うち満期保有目的の債券） (3,200,000,000) (3,034,972,000) (△165,028,000)

合 計 3,202,142,000 3,038,178,880 △163,963,120 

（うち満期保有目的の債券） (3,200,000,000) (3,034,972,000) (△165,028,000)

時価のない有価証券 -

有価証券合計 3,202,142,000 

【明細表】

貸借対照表計上額 時価 差額

株式 2,142,000 3,206,880 1,064,880 

債券 3,200,000,000 3,034,972,000 △165,028,000 

小計 3,202,142,000 3,038,178,880 △163,963,120 

時価のない有価証券 - - -

合 計 3,202,142,000 3,038,178,880 △163,963,120 

種類

当年度（令和8年３月31日）
種類

当年度（令和8年３月31日）


